
EU ⼀般データ保護規則 (GDPR) と⽇本の個⼈情報保護法の⽐較概要 
 

欧州と⽇本において 2018 年と 2019 年の２年間にデータ保護に対する適正基準の相互認証の実現が

期待 1 されているが、⼆法体制間にはいくつかの相違点があり未だに解消されていない 2。欧州と⽇

本の⼆つの改正法（GDPR と個⼈情報保護法）を⽐較すると，潜在的に重要な運⽤上の努⼒や，欧州

と⽇本の双⽅のデータ市場を対象とするビジネスと組織における法令遵守への要求といった多くの相

違点がある 3。それにもかかわらず 両改正法 の近接性およびここ数年間で承認されていたという事

実は、「(… ) 相違点の重要性は低い」とする主張を裏付けている 4。 

 

対象地域 

対象地域について EU ⼀般データ保護規則 (GDPR) では、追加事項と共に治外法権原則 (両管轄区

域に存在) を詳しく説明している。 当原則では、GDPR が定める地域内法的基準は、外国企業や

組織がデータ保護法を適⽤する国内または地域内で製品・サービスを提供している場合に限り、

該当地域外においても適⽤されるとしている。そのため、欧州連合 (EU) および⽇本の両地域は、

国外で設⽴された企業であっても当該地域内で前述の事業利益を有する場合には、それぞれのプ

ライバシー法の適応範囲を拡⼤している。また、GDPR では、EU 域外で設⽴された企業であって

も欧州のデータ主体の⾏動を監視する場合には適⽤対象となっている、 

個⼈情報 

GDPR では 、特定の個⼈または識別が可能な個⼈に関連する情報を個⼈情報としているが 6、⽇

本の法律では、次のように定義が異なっている。⽇本の個⼈情報保護法では、個⼈情報とは「当

該情報に含まれる記述によって特定の個⼈を識別することができる⽣存する個⼈に関する情報で

ある」と若⼲異なる⾒解を⽰している。さらに、⽇本の法律には、「データベース内で処理され

る個⼈情報 7(個⼈情報の集合物に特化した規則や⼿続きに沿ったもの)」 が個⼈データの定義に含

まれている。 

要配慮個⼈情報 

GDPR での要配慮個⼈情報は、⼈種、⺠族的出⾃、政治的意⾒、宗教的または哲学的信条、労働

組合への加⼊、識別を⽬的とした遺伝⼦または⽣体情報処理からなる。⽇本の法律では、本⼈の

⼈種、信条、社会的⾝分または病歴、犯罪歴、ならびにデータ主体が犯罪により害を被った事実 8

に関する情報を含まれている。⽇本の法律とは異なり、欧州側では労働組合への加⼊および性的

指向などの情報は保護されており 10、⽇本の法律が定めた要配慮個⼈情報区分に対する狭義的な

解釈が、協議を若⼲遅らせている原因だとされている 9。 

 

 



情報請求権 
データ主体の権利について⽇本の法律では、理由の説明責任 (義務の章に記載) により追加された

開⽰、訂正、処理の停⽌を定めたデータ管理者義務を区別している、GDPR は、情報、アクセ

ス、修正、消去、異議申⽴て、ならびに説明の請求権など、より体系的な権利を数多く求めてい

る。基本的権利として GDPR では、第 20 条︓データ可搬性の権利 11(現在のところ⽇本の法律に

は規定されていない) を新たに追加することによってデータ主体による⾃⾝のデータ制御権を強化

している。 

データ管理者およびデータ処理者 

プライバシー法上で⽤語「データ管理者 (Data Controller)」を⻑年使⽤している欧州連合とは異

なり、⽇本には完全に⼀致したプロファイルがないようである。実際、当概念は情報処理に責任

を負う事業体「業者 (Business Operator)」12 の⾒解によって個⼈情報法上で書き換えられてい

る。⽇本では法律上、個⼈データ処理業者 (Data Processor) とは区別されていないとの⾒⽅が多

い。 

罰則および罰⾦ 
GDPR では、規則違反レベルを最⼤で 2,000 万ユーロまたは総売上の４％に引き上げている。し

かし、規制から⽣じる刑事責任はない。むしろ、⽇本の法律では、低い違反罰則⾦ (例︓データベ

ース盗⽤の場合、50 万円 (約 4,200 ユーロ) 以下の罰⾦) および 1 年以下の懲役を明確に定めて

いる。 
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